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グリーンイノベーション・サミット（2019年10月9日開催）

 温暖化対策に関連する３つの国際会議を日本で集中して開催し、その成果を総理官邸で集約
する「グリーンイノベーション・サミット」を開催した。

 世界の産業界、金融界、研究者のトップが、非連続な環境イノベーションを加速化していくことにコ
ミットした。

TCFDサミット（Taskforce on Climate-related Financial Disclosure)
ピーター・バッカー WBCSD代表兼CEO
マーク・カーニー イングランド銀行総裁
水野 弘道 PRI理事、GPIF理事兼CIO 等

ICEF（Innovation for Cool Earth Forum)
田中 伸男 運営委員長（元IEA事務局長）
デービッド・サンダロー 運営委員（元米国DoE次官）

RD20（G20各国の研究機関の集まり）
中鉢 良治 議長（産業技術総合研究所理事長）
ライムンド・ノイゲバウアー フラウンホーファー研究機構理事長

等

内閣総理大臣、経済産業大臣、文部科学大臣、環境大臣
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ジャパンパビリオンにおける「イノベーションによる解決」のメッセージ
 COP25全体の議論では「野心引き上げ」や「脱石炭」が大きな注目を浴びたところ、イノベーショ
ンや産業界の取組をいかにアピールするかが課題。

 我が国は、これまでもCCSや水素などの具体的なイノベーションの取組をジャパンパビリオンでアピー
ルしてきたところ、国際的な機運醸成のためにも、アライアンス構築等により、日本のイニシアティブ
をCOP26における発信に繋げていく。

水素、高効率タービン等展示 風力発電等展示

NEDO ICEFサイドイベント 経団連・GISPRI イノベーションチャレンジイベント

CCSに対する海外テレビインタビュー



 今年10月には、昨年に引き続いて、各種のエネルギー・環境関連の国際会議を、日本が主催。
（新型コロナを踏まえ、原則、WEBで開催。渡航制限が解除されれば、一部の登壇者が訪日）

 これら一連の国際会議で、「革新的環境イノベーション戦略」の推進体制や進捗状況を報告する
とともに、新たな国際連携プロジェクトが生み出されれば、戦略に反映していく。
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ゼロエミッション・イニシアティブズ

カーボンリサイクルに関す
る取組や最新の知見、
連携の可能性を確認す
る国際会合。

大崎上島や苫小牧など
の実証の推進

カーボンリサイクル
産学官国際会議

G20の研究機関リーダー
が集まり、共同研究など
の連携を強化する国際
会合。

GZR（ゼロエミ国際研
究センター）が中心に

RD20

世界の投資家・金融機関、
企業のリーダーを集めて、
投資・開示の対話を促す
国際会合。

ゼロエミ・チャレンジ発信に
よる民間資金の呼び込み

TCFDサミット
約70国・地域、1000人
以上の有識者が、技術
イノベーションによる気候
変動対策を議論。

今年は「イノベ戦略」を
軸にしてテーマ設定

ICEF
水素の利活用に関心を
持つ国・地域・機関等
が参加する閣僚会議。

水素イノベーションの各
国との進捗共有

水素閣僚会議

9月 グリーンイノベーション戦略推進会議
（関連施策の状況、研究開発の方向性）

10月

ゼロエミッション・イニシアティブズ



（出典）https://www.meti.go.jp/english/policy/energy_environment/global_warming/roadmap/index.html

 戦略推進会議における成果は、英語Webサイトにおいて国際的にも発信。
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海外広報Webサイトによる国際発信

英語Webサイト

https://www.meti.go.jp/english/policy/energy_environment/global_warming/roadmap/index.html


5

国際展開の促進（ＣＥＦＩＡ）
 我が国の低炭素技術により世界全体のカーボンニュートラルを実現すべく、特に成長に伴うエネル
ギー需要の伸びが著しいASEAN地域のエネルギー転換と低炭素化社会の実現を目指す官民
イニシアティブとしてCEFIAを立ち上げ。

 ①低炭素技術、②ファイナンス、③制度構築の３要素を通じて、アジアにおけるエネルギー関連ビ
ジネスの環境整備を促進。フラッグシッププロジェクトを通じ、ASEANエネルギー協力行動計画
の目標達成への貢献。これに向けて、関係機関との連携拡大やフラッグシッププロジェクト活動を推
進。第２回CEFIAフォーラムにおいて進捗を共有予定。

CEFIAの3要素

低炭素技術
低炭素技術の導入を
支援し、エネルギー
転換と低炭素社会を
実現。

制度
関連する制度を整備す
ることで、低炭素技術
の普及展開を加速。

ファイナンス
プロジェクトを拡大、発展
させるための積極的なグ
リーンファイナンス獲得を目
指す。

ZEB

エネマネ

マイクロ
グリッド

FinTech

・ 設備・部材のみならず、設計・施工、維持管理、IoTを活用
したエネマネ・システム等多様なビジネスを創出するため、ZEB
基準の策定、ZEB専門家(ZEBプランナー)の育成等を推進。

・ 産官学連携によるIoT制御技術(RENKEI)を活用した工
場の管理最適化(スマートファクトリー)、地域の低炭素化(ス
マートコミュニティ)を実現するため、エネマネ促進・IoT制御に
関する制度構築、ノウハウの横展開、キャパビルを推進。

・ 離島等ローカル地域における電化を促進するため、台風に強
い小型風力発電、太陽光発電、ディーゼル発電、蓄電、エネ
マネ・システムを統合した分散型マイクログリッドの普及を推進
するとともに、許認可手続の簡素化の提案。

・ 交通部門の低炭素化を促進するため、車両走行データ、
CO2削減量及び融資の返済状況を可視化するIoTデバイス
(FinTech)を活用し、EV等低公害型車両の購入・買換えを
促進策の導入を提案。

フラッグシッププロジェクトの推進
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国際展開の促進（ＣＣＵＳ）
 革新的技術の一つであるCCUSは、アジア各国で100億トン以上の貯留ポテンシャルがあるもの
の政策・制度整備が進んでいない。アジアの脱炭素化のためには、CCUSの環境整備を進め､
技術・経験を共有していくことが不可欠。

 JCM（二国間クレジット制度）を活用した、大規模日尼共同CCUSプロジェクト(Gundihガス
田など)に向け調査開始。

 我が国のCCUS技術の知見の共有とアジアへのCCUS普及を目的としたJapan-Asia CCUS 
Forumを本年10月に開催予定。今年中にも、ASEAN全域へのCCUS展開を見据え、アジア
のCCUSネットワーク構築を予定。

アジアの貯留ポテンシャル

※単位は10億tonCO2
（GCCSI調査）

アジアのCCUSネットワーク
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